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要約
本稿では1998年1月に実施した各庖舗に対するアンケート調査に基づき、東京都荒川区
にある荒川仲町通り商庖街の経営実態について報告した。近隣の固定客を専ら対象とし、
主に食料品を中心に商う荒川仲町通り商庖街は、半径1km以内に競合する大型庖、商店街
が立地することもあり、近年、利用客が減り、利益も減少する傾向にある。そのため、経
営主に高齢化の兆しが見える中、後継者が決まっている屈は3分の lほどに留まっている。
商百街組合が行なうイベント行事などの事業活動もこうした厳しい経営環境を改善するま
でには至っていない。
1.はじめに
都道府県別にわが国の小売業の集積状況0997
年時点)をみると、商庖数、従業者数、年間販売
額、売場面積のいずれの指標においても全国の
1割前後の第一位シェアを占める、東京への集積
が顕著である(東京都商工指導所調査部， 2000， 
p.44)。しかし、 1982年から1997年までの最近
15年間においては、そのシェアは前記いずれの指
標においても近年になるにつれてわずかずつ減少
している。商屈規模別にみた場合、割合が一番多
いものは、全国、東京ともに r1 ~ 2人Jの零細
規模のものであるが、それでも近年ではいずれも
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50%を割っており、相対的に r5人以上」の規模
の商庖の割合が増えている。全国に比べとくに東
京では絶対数が最も少ない r20人以上Jの規模の
商屈が、割合でも数の上でも伸びが著しい(東京
都商工指導所調査部， 2000， pp.49・50)。もちろん
大型底がこの規模の中に含まれていることは言う
までもない。
全商庖に占める大型庖(売場面積500rf以上)
の割合は、全国と東京とでは1997年の場合それぞ
れ1.5%、1.2%と殆ど変わらないが、年間販売額
ではそれぞれ32.7%、40.6%と聞きがある(東京
都商工指導所調査部， 2000， p.55)。このことか
らも東京の小売業に占める大型店の存在の大きさ
がうかがえる。実際に東京の一般小売庖が最も競
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合すると考える庖舗は「近隣商業集積地の大型庖J
であり(東京都商工指導所調査部， 2000， p.164)、
一般小売白からみて消費者意識・購買行動の変化
において大きな意味をもつものとして、第1位に
「低価格志向」、第4位に「大型自指向Jがあげら
れていること(東京都商工指導所調査部， 2000， 
p.168)は、ダイエーやマイカルに代表されるナ
ショナル・チェーンの総合スーパーの近年におけ
る経営不振・倒産という事実があるとしても、一
般小売屈にとって低価格の大型量販屈が脅威以外
の何ものでもないことを示唆している。
もっとも今ではスーパーで必ずしも安いものが
売られているわけではないが、まとめ買いができ、
夜遅くまで開いているスーパーは、(就業してい
る女性の)消費者にとって便利であり、とくに広
い駐車場を確保できる郊外においては圧倒的な有
利性を保っている。スーパーを始めとする大型庖
の影響を最も強く受けているものが従業員1-2
名の零細小売屈であり、東京ではこのクラスの約
8割の商屈が売上総利益額の減少を訴えている
(東京都商工指導所調査所， 2000， p.82)。
東京都では、生活に密着した食料品を中心に扱
う第2種大規模小売庖 (500rf以上6，000rf未満)
は1970年代以降郊外で立地が進んだが、 1990年代
に入ると、 1992年と1994年の2度にわたる大規模
小売宿舗法(大庖法)の規制援和(矢作， 1997， 
p.22)とバブル経済崩壊に伴う都心部で‘の地価下
落を背景に、区部での出屈が活発化している(東
京都商工指導所調査部、 1997，pp.198-200)。さ
らには、土地利用との整合性と周囲の環境への配
慮をうたった改正大臣法ともいうべき大規模居舗
立地法の2000年6月施行前の駆け込み申請が、そ
れに拍車をかけている。
区部の中でも城東・城北地区を中心とした下町
では元々商目、商庖街が多く(東京都商工指導所
調査部， 1997， p.71， 2000， p.220)、徒歩や自転
車で地元の商居(街)を利用する人の割合も高い傾
向にあった(東京都商工指導所調査部， 1997， 
p.47， p.155)。そのため、近年の大型庖やショッ
ピングセンターの進出の影響を最も強く受けてい
るのが下町商届(街)であり(東京都商工指導所
調査部， 1997， p.176)、東京全域の中で利用客の
減少が最も激しい(東京都商工指導所調査部，
1997， p.154)。
本稿は、こうした厳しい環境下におかれている
東京下町商庖街の一例を、荒川区荒川仲町通り商
庖街に求め、その実態について報告するものであ
る。資料は、1)同商店街にある商庖へのアンケー
トと聞き取り結果、 2)周辺に住む利用客へのア
ンケート、に基づいている。本稿では商庖へのア
ンケート調査結果について報告し、利用客へのア
ンケート調査結果の報告とまとめは別稿で行なう
予定である。
2.近年の東京下町の商業環境
高次の買回品の購買行動を念頭においた東京都
内の商圏構造 (1992年時点)をみると、下町地区
(江東・江戸川・台東・墨田・葛飾・荒川・足立
区)は南から北へ銀座、日本橋、上野の商圏に属
している(島田， 1993， p.69;岩崎， 1999， pp.83-
85)。ただし、都営地下鉄新宿線により新宿と直
結している江東区の一部の地域には新宿の商圏の
潜上現象がみられる(岩崎， 1999， p.82)。最寄
品を供給する近隣型の商庖街はこうした都心・副
都心の商業地区の 2ランクないしは3ランク下に
位置づけられ、もっぱら地元住民に利用されてい
る。「毎日地元商庖街を利用する人Jの割合を
「区J別でみると、台東区(第1位)、墨田区(第
4位)、葛飾区(第6位)など下町の区で高くなっ
ている。台東区では、「毎日利用する人」に「週
2-3回利用する人」を合わせると、実に9割以
上の消費者が地元の商庖街を利用している(島田，
1993， p.72)。大型屈の少なさと地元商庖街利用
率との聞に相関関係がみられる荒川区(島田，
1993， p.74)では、同区商庖街の中でも上位に位
置づけられる三の輪銀座(現ジョイフル三の輪)
や荒川銀座でも、 1984年頃、固定客が7-8割を
占め、半数以上の庖が宣伝活動を行なう必要が全
くなかった(江波戸， 1988， pp.28-30)。
こうした地元密着型の下町商白街も、スーパー
などの大型居の立地によりさまざまな影響を受け
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ることになる。前記の三の輸銀座と荒川銀座の場
合、業種的には食料品屈が打撃を受け、各自とも
スーパーの休日には売上げが増えるものの、スー
ノfーの営業日にはまずスーパーへ赴き、そこで目
ざす商品がないときに商居街へ来街する利用客の
購買行動がみられた。一方、直接スーパーと競合
しない飲食屈などではスーパーの進出が逆に客寄
せにつながったとされる(江波戸， 1988， p.35)。
しかし、 1987年の墨田区での調査が示すように、
地元購入率が高い生鮮食品の購入率もスーパーが
一般小売屈を上回る(小川・斎藤， 1988， p.49) 
ようになり、 1993年の江東区での調査が示すよう
に、やがて生鮮食品などの食料品を扱う商店の消
滅がとくに顕著に進むことになる(小川， 1995， 
pp.72-73)。また1997年の葛飾区亀有駅前の商居
街の調査でも、飲食業、サービス業に比べ、食料
品小売庄ははるかに大きな大型庖進出の影響をこ
うむっていることがわかる(安田， 1998， p.296)。
こうした状況において地元商居街は、葛飾区亀
有地区でみられるように、共同イベントの開催な
どを通じて否応なく大型屈と共存の道を探るよう
になり(関・新籾， 1997， p.126)、その過程で地
域に根づいた大型屈は核庖舗として地元商業の中
心的役割を果たすようになる。しかし近年では、
企業側の経営論理により、その核居舗が突如撤退
する事態が起こっている。とりわけ地方中心都市
では、それが中心商業地区の空洞化に拍車をかけ
ることになっている(矢作， 1997， pp.99・122)。葛
飾区新小岩地区でみられるように、同じことは下
町でも大型屈の進出が早かった地域で起こってい
る(関・新籾， 1997， pp.128-129)。
下町の商業環境の変化は、大型屈の進出・撤退
以上に、そこで生じている近年の地域構造の変化
と大きく関係している。都心周辺地区ないしはそ
の外縁部にある下町にはかつては大小の工場が立
地し、住工混在の町であった。それが、法律に基
づく土地利用規制、工場の操業環境の悪化、地価
高騰などによって工場移転が進み、あわせて職住
近接の従業員も流出することで、結果的に人口減
少を引き起こし、マスとしての購買力を減らした。
人口構成も、残存する高齢者の割合が高くなって
いる。例えば荒川区でも、 1985年から1998年の聞
に人口は約1.5万人減少し、 1世帯当たり人口も
2.6人から2.2人へと減じ、核家族化がさらに進行
していることをうかがわせる。高齢人口率も12%
から18%に増加し、高齢社会に突入している。今
後は高齢者を無視しての商店経営は成り立たない
かもしれないが、絶対的な購買力の低下は否めな
い。他方、工場が移転した後の跡地へはマンショ
ンが進出し、地元とはつながりを持たない新住民
が入居する。当然ながら彼らは地元住民とは異な
る購買行動をとり、極端な場合には地元商居(街)
を全く利用しないことも起こる。
1994年時点での下町商業集積地域での小売業年
間販売額の分布をみると、人口密度の低い南端部
と北部を除けば、販売額の大きい商業集積地は全
域にまんべんなく分布している(図1)。それで
も、東側を荒川、北側を隅田川で区切られた地域
では、 2万人/knl以上の高い人口密度を有する場
所に販売額の大きい商業集積地がみられる。また
荒川の東側では、総武線以南の地域において、人
口増加率(1994年/1985年)の大きな場所に販売
額の大きい商業集積地がみられる。一般に鉄道駅
前の商業地の販売額は大きいが、営団地下鉄東西
線、都営地下鉄新宿線に挟まれ、最寄り駅から離
れている砂町銀座はそれでも高い販売額を示し、
東京一安いものを売る活気ある商店街として知ら
れている(高齢社会対応の特別委員会， 1999， p. 
90-91)。各商居主の経営者意識が高く、ナショナ
ル・チェーンの大型屈が砂町銀座を意識して売り
出しを決めるほどであるという(小川， 1995， p.
78)。ここでは誘致した文化センターが集客施設
の機能を果たしているとされる。
この他に下町商居街の成功例として注目されて
いるのが、 JR常磐線亀有駅の北にある足立区の
東和銀座である(矢作， 1997， pp.227・236;高齢社
会対応の特別委員会， 1999， pp.86-87;中沢，
2001， pp.138・155)。東和銀座では「地域ととも
に生きる商!苫街」をめざし、 10年ほど前に町づく
り会社「アモール東和」を設立して新設の公立民
営の病院内における売庖・レストラン経営を受託
した。以後、そこからの収益を利用し、食材は商
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資料 r平成6年東京の商業集積地域J(東京都総務局統計部商工統計課)
図1 東京下町における商業集積地とその小売業年間販売額の分布 (1994年)
庖街の商庖から仕入れる形で、小学校・保育園へ
の給食事業、高齢者向けランチ宅配事業を手がけ
ている。また商居街の中に空き居舗が出ると、そ
れを活用して地域の日常生活に必要な鮮魚、庖、パ
ン屋、コンビニエンスストアなどを共同経営した
り、経営委託している。さらには大型自との共存
を図る試みのーっとして、大型庖の清掃の請負事
業も始めている。ものを売るだけであった商居街
が、地域NPOとして生き残る可能性を示した一
例と言えるだろう。
こうした活気ある一部の商居街を除き多くの下
町の近隣型商宿街が衰退傾向にある中で、新しい
タイプの商白街の創出もみられる。その一つが、
下町に立地する「次世代商居街」と銘打って1997
年1月に江東区で開業した、ショッピングセンター
「サンストリート」である(田中， 1997;六車，
1998)0 J R総武線亀戸駅の南にあったセイコー
インスツルメンツの本社工場跡地を活用し、同社
子会社が15年間暫定利用する形でサンストリート
を運営管理している。敷地内には下町の路地を連
想させる逆S字型のメーンストリートを配し、テ
ナントは「トイザらス」、「無印良品」などを核居
舗とする一方、 100円ショッフ。や地元の和菓子屋、
飲食屈も入居する55庖舗で構成されている。安易
に土地を手放すことなく、創業の地の地域活性化
を図りたいと願う企業の熱意と、半径3km以内に
42万人が住むとされる下町の人口密度の高さが、
サンストリートの立地を可能にしたと言えるだろ
う。ちなみに、多摩ニュータウン南大沢のショッ
ピングモール「ラフェット多摩」の誘致に際して
は、サンストリートが参考にされたと聞いている。
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3.荒川仲町通り商眉街の現状
3. 1 対象地域と調査方法
本稿で対象とする荒川仲町通り商庖街は、 JR
資料:1万分のl地形図「上野J(平成10年修正)
常磐線三河島駅の北東徒歩2-3分ほどの所に位
置している。ほぼ東西に400mにわたって車が1
台通れるほどの幅で細長く延びている道路の両側
に庖舗が並び、一歩裏に入ると木造二階建ての家
屋が密集する下町の典型的な近隣型商庖街である。
『平成9年東京の商業集積地域』においては、荒
図2 荒川仲町通り商庖衝とその周辺地域
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川仲町通り商白街の範囲はもう少し広く、 1997年
時点で小売居が86白、一般飲食屈が32庖存在する
ことになっているが、本稿では商居街のコアに相
当すると思われる範囲の届舗を調査対象とした。
荒川仲町通り商居街の東方800mの所には、都
電荒川線終点三ノ輪橋電停近くにジョイフル三の
輪(旧三の輸銀座)、イトーヨーカ堂三ノ輪自(総
合スーパー)、やや離れてオリンピック三ノ輪庖
(総合スーパー)が立地している。南方800mの所
にはいなげや東日暮里庖(食品スーパー)があり、
北方1kmの所には、京成電鉄町屋駅・営団地下鉄
千代田線町屋駅・都電荒川線町屋駅前電停近くに
荒川銀座、赤札堂町屋庖(総合スーパー)、丸正
食品町屋庖(食品スーパー)、セイフー町屋庖
(食品スーパー)が立地している(図 2)。このう
ち商庖街は、荒川仲町通り商庖街よりもアーケー
ドのあるジョイフル三の輪、さらにはパス通りの
尾竹橋通り沿いに長く延びる荒川銀座という順に、
商業の集積規模が大きくなっている。ちなみに、
『平成9年東京の商業集積地域』によれば、ジョ
イフル三の輸に相当する「三ノ輪銀座」が小南苫、
一般飲食居合わせて168庖、荒川銀座にほぼ対応
する「尾竹橋通り・町屋一丁目周辺jが同じく
197屈となっている。このように荒川仲町通り商
庖街は西方を除き、周囲 1km以内にある多数の競
合する商庖街・大型屈で固まれているのである。
なお、荒川仲町通り商庖街のほぼ中央には、 1967
年間屈の食品スーパー「セイフ一三河島庖J(769 
rlで、調査時点で7時30分-22時営業)が立地し
ている。
荒川仲町通り商庖街の各商屈の現状を知るため
に、「経営の概要と考え方J、「商居街の事業運営」、
「その他(記述式自由回答)Jの3項目からなるア
ンケート調査を実施した。アンケートは、 1998年
11月上旬に各商屈を訪問し、協力いただける庖舗
にアンケート票を配付し、後日回収する留置法で
行なった。そして、回収の際に簡単な聞き取り調
査も試みた。仲町通りの両側の商庖街には、調査
時点において85ほどの居舗があったが、協力いた
だけたのはその約6割にあたる49届舗であった。
荒川区には在日韓国・朝鮮人が比較的多く集住す
る(田嶋， 1995， p.146)こともあって、商居街
の中には韓国の食品を扱う詞屈が4軒、韓国人相
手の美容院が1軒あったが、言葉の問題もあって
残念ながら協力いただけなかった。なお、これら
の屈は以前から商庖街で営業しているようであり、
一部の屈は後述の商庖街振興会にも加わって
いる。
3. 2 庖舗属性
49居舗の業種をみると、小売業が8割 (39居、
卸売業を兼ねるものも含めると40庖で、コンビニ
エンスストア・サンクス荒川13丁目庖を含む)を
占め、半数以上が食料品を扱う庖舗からなってい
る。そのうち惣菜を販売している屈は、そのほと
んどが以前は現在と違う商売をしていたが、青果、
精肉、鮮魚などの食品素材では大手流通資本と値
段の面で太万打ちできないために、付加価値のあ
る惣菜の製造・販売に事業転換した経緯がある。
以下割合的には少ないが、飲食業4居、サービス
業4屈と続いている。こうした業種構成は仲町通
りの両側の商庖街全体のそれにほぼ近似している
(表1)。パート・アルバイトを含む従業員の数は
「二人」が24%(12居)、「三人」が20%00居)、
「四人」が16%(8居)、「一人」が10%(5庖)
となっており、三人以下の家族中心の陪舗が半数
以上を占めている。庖舗面積をみても 3分の2が
50rrl以下であり、家族経営の零細な商庖が中心に
なって商庖街が構成されている。
このように自営業的色彩が濃い商屈が多いとは
いえ、家族の生計が屈の売上げだけに頼っている
ものは43%(21庖)と半分に満たず、半数以上は
居舗経営以外の収入で家計を補っている。 60歳代
以上の経営主が49%(22庖)とほぼ半数を占め、
高齢者予備軍の50歳代まで含めると73%(36居)
に達し、着実に経営主の高齢化が進みつつあるに
もかかわらず、後述のように収入的には決して恵
まれているわけではないため、「後継者が決まっ
ている」屈は33%06匝)にすぎない。残りの3
分の 2は「後継者がいない」居 (35%、17庖)か、
「後継者が決まっていないJJ苫 (29%、14居)であ
り、 1985年以降に開業した屈がわずか8軒である
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小売業
表1 荒川{中町通り商庖街コア地区の業種構成
飲食業 サー ビス業
5 精肉・鶏肉、雑貨・医薬品
4 I青果、鮮魚、惣菜、韓国産食品
3 Iお茶・のり、持ち帰り(寿司、やきとり、おでん) 寿司屋
2 Iタバコ、クツ、酒、パン、生花、食料品・乾物
1 カメラ、文具、メガネ、カバン、豆腐、
古本、古着、宝石、電気器具、米穀、
家具・雑貨、スーパー、コンビニエンスストア
クリーニング底、理容庖
喫茶庖、居酒屋、 質屋、韓国人相手の美容院
小料理屋、ソパ屋
資料:1998年1月上旬実施の現地調査。
ことに留意すれば、何らかの方策を立てない限り、
今後一定のペースで増えるのではないかと予想さ
れる廃業後の空き庖舗がスムースに埋まるとは考
えにくい。調査時点においても空き屈舗と思われ
るものが見られ、住宅・空き地も混在している。
もっとも商業集積地域として設定されている荒川
仲町通り商庖街の単位でみる限りは、 1979年と
1997年の小売庖・一般飲食庖の数を比較しでも殆
ど変わっておらず、むしろ3庖ほど増加している。
3. 3 営業実態
まず休業日についてみると、個人経営の庖が多
いために75%(37庖)が週1回日曜日を休日とし
ている。しかし、年中無休の屈もコンビニエンス
ストアを含め8庖 (16%)ある。平日の開百時間
は9時 (29%、14居)、 10時 (20%、10庖)が多
いが、早い庖では 7時 (2庖)、遅い屈では12時
c1庖)と、かなりバラツキがある(表2)024時
間営業のコンビニエンスストアを含め、 9時の時
点で開いている屈は半分に満たない (47%、23庖)。
とくに生鮮食品を扱う屈の場合、市場への仕入れ
が早朝にあり、商品を陳列する時間には屈を聞け
るため、 9時台が多い。また惣菜屈などは、朝方
に仕込み・調理に時間をとるため、午前中比較的
遅い時間に開屈することになる。他方、閉庖時間
については、多い順に、 19時が37%(18庖)、 20
時が22%(11居)、 19時30分が18%(9庖)となっ
ており、 86%(42居)の庖が20時までに届を閉め
ている(表3)。それでも以前と比べれば閉庖時
表2 平日の開庖時間
時 間 | 回答庖舗数
7: 00 
7: 30 
8:ω 
8: 30 
9:∞ 
9: 10 
9: 15 
9: 30 
10: 00 
10: 30 
。
? ，
?
??
?
? ?
?
14 ?
?
??
10 
4 
11:00 4 
12: 00 1 
(24時間営業) 1 
無回答 1 
合計 49 
資料:1998年1月上旬実施のアンケー ト調査。
以下、表7まで同様。
聞が延びている屈が多いとはいえ、夜間活動が増
え、 21時まで聞いている大型屈が多い現状では、
買い物客にとって商庖街は早く庖じまいする印象
が強いであろう。客足が少なくなる時刻というこ
とで19時から20時にかけてシャッターを下ろす庖
が多いのではあるが、早じまい故にますます客足
が遠のくという側面もあると考えられる。別稿で
報告する利用者へのアンケートによれば、そのこ
とがネックで利用しにくいという人もいる。
事実、 1992年から1997年までの 5年間でみても
47% (23庖)の屈で客が減っており、「やや減少」
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表3 平日の閉j苫時間
時 間 回答庖舗数
18: 00 2 
19: 00 18 
19: 15 1 
19: 30 9 
19: 40 1 
20: 00 1 
20: 30 1 
21: 00 
22: 00 
22: 30 
23: 00 1 
(24時間営業) 1 
無回答 1 
13 言十 49 
表4 固定客の住む範囲(複数回答可〕
地 区 |回答庖舗数(%)
荒川13丁目
荒川13丁目の南隣
荒川13丁目の西隣
荒川13丁目の北隣
荒川13丁目の東隣
上記以外の荒川区内
荒川区外
43 (87.8) 
31 (邸.3)
26 (53.1) 
17 (34.7) 
22 (44.9) 
5 (10.2) 
8 (16.3) 
表5 消費者へのサービス活動(複数回答可)
サー ビス |回答庖舗数(%)
配達サービス
新聞折り込み広告
訪問、ご用関き
ファクシミリ注文受付
ダイレクトメールの送付
www上でのホームページ開設
その他
21 (42.9) 
9 (18.4) 
4 (8.2) 
3 (6.1) 
3 (6.1) 
o (0.0) 
7 (14.3) 
が22%(11自)、「変化なし」が10%(5居)であ
り、客が増えた屈は1軒もない。そうした状況に
おいては固定客の有無が居の経営状態を左右して
おり、 63%(31庖)の庖は客の3分の 2以上が固
定客であると答えている。固定客の住む範囲は、
商庖街のある荒川13丁目とその周辺に限定されて
いるが、競合する他の商居街や大型店に近く、購
表6 経営上の問題点(複数回答可)
問 題 |回答庖舗数帥
客数の減少
同業!百との競合
庖舗の老巧化
大型庖の影響が大きい
粗利益率の低下
商庖街の顧客吸収力の弱さ
庖舗が狭い
自転車置き場がない
後継者難
資金不足
商庖街の中で場所が良くない
駐車場がない
在庫の増加
経費の増加
入手不足
底前の交通量が滋しく、顧客の安全上不安がある
その他
27 (5.1) 
14 (28.6) 
13 (26.5) 
13 (26.5) 
12 (24.5) 
12 (24.5) 
8 (16.3) 
8 (16.3) 
6 (12.2) 
6 (12.2) 
3 (6.1) 
2 (4.1) 
2 (4.1) 
2 (4.1) 
2 (4.1) 
1 (2.0) 
5 (10.2) 
買機会に恵まれている荒川13丁目の北隣や東隣の
町からの固定客は、比較的購買機会に恵まれてい
ない西隣や南隣の町の固定客よりも明らかに少な
い(表4)。加えて、荒川13丁目の東縁と北縁を通
る明治通りがバリアとなり、東側と北側からの固
定客を少なくさせている可能性がある。
固定客の年齢層は50歳代が53%(26庖)と最も
多く、次いで60歳代と40歳代がそれぞれ16%(8 
庖)となっており、 70歳代の固定客もいないが、
20歳代の固定客も皆無である。全体的に居主より
も10歳ほど年齢は若いように見受けられるが、固
定客の年齢も高めである。恐らくは屈とのつきあ
いも長いものと推察される。このように商圏の狭
い、中年以上の地域住民を主たる客層とする商店
街であるため、庖の品揃えも固定客を意識したも
のとならざるを得ず、「国定客を意識した品揃え」
の庖が39%(19居)、「多少とも国定客を意識した
品揃え」の屈が45%(22居)となっている。そう
した事情を反映した故か、 43%(211苫)の屈で、
米、酒など重い商品を持てない老人客向けのサー
ビスのためもあって、配達サービスを行なってい
るものの、それ以外のサービス活動は低調である。
ファクシミリ注文を受け付けている屈は3軒にす
ぎず、ホームページを開設している屈に至つては
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皆無である(表5)。
経営を成り立たせていくためには、実は固定客
以外の浮動客をいかに呼び寄せるかが重要である
が、経営上の問題として第一番目にあげられるの
は客数の減少 (55%、27庖)である(表6)。客
数の減少の外因でもある同業屈との競合(29%、
14庖)、大型庖の影響 (27%、13居)も経営上の
問題の上位を占めている。またこの結果生じる組
利益率の低下を4屈のうち l居 (24%、12庖)は
問題視している。ちなみに1992年から1997年の5
年間に粗利益額の減少があったと39%(19庖)の庖
が答えており、「やや減少J(27%、13庖)と合わ
せると、 3分の 2の屈で経営効率が低下している。
粗利益率に変化がなかった居(14%、7庖)もある
が、増えた屈は1軒もない。これ以外に経営上の
問題として上位にあげられているものは、「庖舗
の老朽化J(27%、13庖)と「商庖街の顧客の吸
引力の弱さJ(24%、12庖)である。実際、 39%
(19居)の庖は十年以上前にしか庖舗改装をして
おらず、昭和30年代までに開業した屈が57%(28 
庖)もあるために、商庖街全体は景観的にもやや
古ぼけた印象は否めない。
3. 4 商庖街の事業運営
商庖街の顧客吸引力の弱さと関係する商匝街の
事業活動について最後にみておきたい。荒川仲町
通り商庖街は「振興組合」を結成する形で成立し
ている。振興組合を結成することは、商店街とし
ての意識やまとまりを高め、商居街イベントなど
の共同の事業を行ないやすくする。また、補助金
を始め行政からの支援を受ける場合に、振興組合
はその受け皿となる。
商庖街の事業活動に対しては、「進んで協力し
ている」屈が37%(18居)、「誘いがあるときには
協力している」庖が27%(13庖)と過半数の屈は
協力的である。しかし、事業活動の評価になると、
「活発であると思うJ屈は41%(20庖)と減り、
それが居の売上げに結びついているかどうかとい
う点になると、「役立っていると思うj屈は31%
(15庖)とさらに減り、「どちらとも言えないjと
する匝 (37%、18庖)を下回る結果となっている。
表7 商庖街の発展に必要な事柄(複数回答可)
事 柄 |回答庖舗数附
各庖の経営力の向上
イベントの充実
休憩所や街路樹、自転車置き場などの施設
商j苫街組織の見直しと活性化
商庖街共同事業の活動促進
不足業種の誘致
共同の広告、チラシづくり
各庖舗の改装、美化
行政の支援
共同の勉強会
青年部活動の強化
大型庖の誘致
商圏内の地域再開発事業
接客技術の向上による顧客獲得
15 (30.6) 
14 (28.6) 
12 (24.5) 
10 (20.4) 
9 (18.4) 
6 (12.2) 
6 (12.2) 
4 (8.2) 
4 (8.2) 
3 (6.1) 
3 (6.1) 
2 (4.1) 
2 (4.1) 
2 (4.1) 
事業活動に協力していると答えた中にも、「近所
づきあい程度jと本音を語る庖もあり、事業活動
は必ずしもうまく展開しているとは言えないよう
である。
そこで商庖街の発展に必要な事柄をきいてみる
と、「各庖の経営力の向上Jをあげる屈が31%、
15屈と一番多い(表7)。商庖街の事業活動云々
より、まずは自助努力の大切さを認識している庖
が少なからずある。次いで多いのが、「イベント
の充実J(29%、14庖)である。商庖街のイベン
トに「協力する」屈が33%(16庖)、「内容により
考える」屈が49%(24庖)で、イベントの中味さ
え良ければ8割を上回る庖が参加していることに
なる。しかし、それが利用客の購買に結びつくと
考えている屈は約半数にすぎない (49%、24庖)。
仲町通り商庖街でも福引きやび、っくり市などが企
画されるが、予期したほどの効果は上がっていな
いのであろう。商自主にとっても手応えのあるイ
ベントを企画・実行することは実際には容易なこ
とではないのである。
そのため、イベントの実施のような単発的なも
のでなく、「商居街組織の見直しと活性化J(20%、
10居)、「商居街共同事業の活動促進J(18%、9
庖)といったより抜本的な対策の必要性をあげる
屈もある。総論としては正しいのであろうが、受
の具体策となるといろいろ難しい面があると思わ
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れる。比較的目に見えやすい対策として、「休憩
所や街路樹、自転車置き場などの施設」の整備を
24% (12居)の庖があげている。商居街内には空
き地も見受けられるので、資金的に可能ならば実
現できるのかもしれない。
いずれにしても、結局は限られた条件の中でい
かに知恵を出し合えるかという点に行き着くが、
それにしては人的資源が枯渇し始めているように
思われる。そのようなときに本来頼りになるはず
の若手経営主は、 30歳代と40歳代を合わせても24
% (各々 6居、合計12庖)にすぎない。忍び寄る
高齢化の問題はこういった点にも影を落としてい
るのである。
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Based on a questionnaire survey of retail stores and service shops conducted 
in November， 1998， this paper reports on the present status of Arakawa-nakamachi-
dori Shopping Street in Shitαmαchi or low city of Tokyo. Arakawa-nakamachi-dori 
Shopping Street， which provides convenience goods such as groceries for local 
residents in its neighboring communities， has gradually lost a portion of customers 
in competition with supermarkets and larger shopping streets located within 1 km 
apart from it. Under these less favorable business conditions， only one third of the 
stores have secured their successors whereas the storekeepers are getting aged. 
Various business activities undertaken by the merchant association of shopping 
street do not contribute to prevent the loss of customers. 
